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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 

 １．商号      ロックハラード証券株式会社 

 

 ２．登録年月日   平成19年9月30日 

   （登録番号）  （関東財務局長（金商）第73号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革 

年 月 沿     革 

平成12年 7月 東京都豊島区巣鴨においてザ・ファースト株式会社を創業 

平成12年10月 
 

商号をファーストメイク証券株式会社に変更 
本店を東京都中央区に移転 

平成13年 3月 
 

関東財務局に証券業の登録 
日本投資者保護基金に加入 

平成13年 4月 
 

日本証券業協会に加入 
証券業の営業開始 

平成17年 8月 商号をＣ＆Ｍ証券株式会社に変更 

平成17年10月 不動産等証券化商品の私募の取扱い業務を開始 

平成19年 9月 金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録 

平成22年 4月 店頭デリバティブ取引等の業務を開始 

平成22年 9月 宅地建物取引業者の免許を取得 

平成24年 9月 有価証券等管理業務を廃止 

平成28年 5月 
 

商号をロックハラード証券株式会社に変更 
本店を東京都中央区日本橋2-8-6に移転 

令和 4年 9月 本店を東京都港区虎ノ門一丁目13番5号に移転 
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  (2) 経営の組織 
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 ４．株式の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株

主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 
保有株式数

(株) 

割合 

(％) 

１．大野 一志 88,020 100.00 

その他（－名） － － 

計1名 88,020 100.00 

  （注）自己株式は除外しております。 

 

 ５．役員の氏名又は名称 

役 職 名 氏名又は名称 
代表権 
の有無 

常勤・非常
勤の別 

取 締 役 社 長 
（代表取締役） 

大野 一志 有 常 勤 

取 締 役 角田 潤 無 常 勤 

取 締 役 石塚 智教 無 非常勤 

監 査 役 日垣 秀庸  非常勤 

 

 ６．金融商品取引法施行令で定める使用人の氏名 

該当事項はありません。 

  



 

- 4 - 

 ７．業務の種別 

(1) 金融商品取引法第28条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 

(2) 金融商品取引法第28条第１項第２号に掲げる行為に係る業務 

(3) 第二種金融商品取引業（次に掲げる業務を含む。） 

① 電子募集取扱業務 

② 商品投資関連業務（金融商品取引法施行令第37条第1項第2号ハからホまでに掲

げる物品又は経済産業関係商品等のみに係るもの） 

③ 不動産信託受益権等売買等業務 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本店 東京都港区虎ノ門一丁目13番5号 

 

 ９．他に行っている事業の種類 

(1) 組合契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

(2) 匿名組合契約の締結の媒介、取次ぎ又は代理に係る業務 

(3) 宅地建物取引業、宅地及び建物の賃貸並びに不動産の管理・助言業務 

 

 10．苦情処理及び紛争解決の体制 

(1) 第一種金融商品取引業 

  指定紛争解決機関の商号：特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター 

(2) 第二種金融商品取引業 

第二種金融商品取引業に係る認定投資者保護団体である「特定非営利活動法人証

券・金融商品あっせん相談センター」（連絡先：0120-64-5005 月～金／9:00～

17:00（祝日（振替休日を含む）及び年末年始（12月31日～1月3日）を除く））が実

施する苦情処理手続及び紛争解決手続を利用する措置 

 

 11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

(1) 加入する金融商品取引業協会     日本証券業協会 

(2) 対象事業者となる認定投資者保護団体 特定非営利活動法人証券・金融商品あっせ

ん相談センター（第二種金融商品取引業に

限る。） 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

該当事項はありません。 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 

 １．当事業年度の業務の概要 
 当事業年度の世界経済は、インフレ抑制のための米欧の中央銀行による数次に亘る
金利引き上げや依然としてロシアによるウクライナ侵攻は終結の兆しを見せず、加え
てハマスによる対イスラエルテロ攻撃に端を発した中東情勢の不安定化等、政治・経
済両面で予断を許さない状況となりました。 
 我が国においても、大企業を中心として賃金の引き上げが実施され、名目賃金は増
加したものの物価上昇により実質賃金は減少し、個人消費の勢いに不安を残す一方、
円安に伴うインバウンド需要の増加を期待する状況となりました。 
 このような状況の下、当社は、不動産等証券化商品の私募の取扱い及び売買等の媒
介業務その他金融商品等に関するアドバイザリー業務を行ってまいりました。 
 収益面におきましては、当社の主力業務である不動産等証券化商品に関する業務で
は、取扱件数、取扱手数料ともに減少いたしました。 
 費用面におきましては、人員減等により販売費・一般管理費は減少いたしました。 
 なお、当社における営業収益、役職員総数等の実態を踏まえ、現在の企業組織規模
に応じた適切な自己資本構造への見直しを行うとともに、財務体質の健全化を図るた
め、令和6年1月30日付けで資本金、資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰余
金の処分により、繰越利益剰余金の欠損填補を行いました。 
 この結果、当事業年度の営業収益は175,450千円（前期比102.6％）、経常利益は
1,821千円（前期は32,027千円の損失）となり、当期純損失は83,158千円（前期は
39,186千円の損失）となりました。 

 

 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 令和4年3月期 令和5年3月期 令和6年3月期 

資本金 573 573 80 

発行済株式総数 96,730株 96,730株 96,730株 

営業収益 141 171 175 

（受入手数料） (       141) (       171) (       175) 

 (( 委託手数料)) ((         0)) ((         0)) ((         0)) 

 (( 引受け・売出し・特定
投資家向け売付け勧誘
等の手数料)) 

((        －)) 
 
 

((        －)) 
 
 

((        －)) 
 
 

 (( 募集・売出し・特定投
資家向け売付け勧誘等
の取扱い手数料)) 

((       117)) 
 
 

((       118)) 
 
 

((       104)) 
 
 

 (( その他の受入手数料)) ((        23)) ((        51)) ((        70)) 

（トレーディング損益） (        －) (        －) (        －) 

 (( 株券等)) ((        －)) ((        －)) ((        －)) 

 (( 債券等)) ((        －)) ((        －)) ((        －)) 

 (( その他)) ((        －)) ((        －)) ((        －)) 

純営業収益 141 171 175 

経常損益 △  77 △  32 1 

当期純損益 △ 267 △  39 △  83 
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  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

   ① 株券の売買高の状況  

     電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを含め、該当の取扱いはありません。 

 

   ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子

募集取扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

（単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出し 

の取扱 

高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

令 

和 

4 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － 55,533,953 － 

債 

 
券 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － 160,758 － 

合計    － － 160,758 － 

受益証券    － － － － 

その他（注） － － － － － 255,430 － 

令 

和 

5 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － 34,916,949 － 

債 

 
券 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － 158,308 － 

合計    － － 158,308 － 

受益証券    － － － － 

その他（注） － － － － － 311,083 － 

令 

和 

6 

年 

3 

月 

期 

株券 － － － － － 39,722,320 － 

債 

 
券 

国債証券 －  － －  － － 

地方債証券 －  － －  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 － － － － － 153,195 － 

合計    － － 153,195 － 

受益証券    － － － － 

その他（注） － － － － － 321,752 － 
 
    （注）「その他」は、金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなさ

れる同項各号に掲げる権利にかかるものであります。 

 

  



 

- 7 - 

   ②-2 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子

募集取扱業務に係るもの又は電子記録移転有価証券表示権利等に係るもの。） 

     該当の取扱いはありません。 

 

   ③ 有価証券の売買の媒介等の状況 

（単位：百万円） 

区   分 
令和4年3月期 令和5年3月期 令和6年3月期 

媒介 媒介 媒介 

株券 200 3,854 3,908 

 

  (3) その他業務の状況（金融商品取引法第35条第2項各号に掲げる業務又は同条第4項の

承認を受けた業務） 

    該当の取扱いはありません。 

 

  (4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 令和4年3月31日現在 令和5年3月31日現在 令和6年3月31日現在 

自己資本規制比率 
（Ａ／Ｂ×100） 

463.1 ％ 329.8 ％ 281.1 ％ 

固定化されていない自己資
本（Ａ） 

228百万円 206百万円 135百万円 

リスク相当額（Ｂ） 49 62 48 

 市場リスク相当額 － － － 

 取引先リスク相当額 2 14 2 

 基礎的リスク相当額 46 48 45 

 
暗号等資産等による控
除額 

－ － － 

 

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数  

（単位：人） 

 令和4年3月31日現在 令和5年3月31日現在 令和6年3月31日現在 

使用人 11 12 10 

外務員 7 6 6 

 

  (6) 役員の業績連動報酬の状況（投資運用業を行う金融商品取引業者に限る。） 

    該当事項はありません。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

 
前事業年度 

（令和5年3月31日） 
当事業年度 

（令和6年3月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

（資産の部）     

流動資産     

現金・預金  113,718  139,002 

立替金  9  26 

短期差入保証金  103,000  － 

前払費用  3,822  2,692 

未収入金  8  3,200 

未収収益  57,958  9,680 

流動資産合計  278,517  154,601 

固定資産     

有形固定資産  4,606  4,093 

建物 3,868  3,583  

器具・備品 738  510  

無形固定資産  9,104  13 

ソフトウェア 9,090  －  

その他 13  13  

投資その他の資産  6,000  5,150 

出資金 1,000  1,000  

長期差入保証金 5,000  4,150  

固定資産合計  19,711  9,257 

資産合計  298,229  163,859 
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前事業年度 

（令和5年3月31日） 
当事業年度 

（令和6年3月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

（負債の部）     

流動負債     

預り金  907  977 

未払金  18,506  10,016 

未払費用  3,370  2,018 

未払法人税等  4,409  290 

訴訟損失引当金  37,460  － 

流動負債合計  64,653  13,302 

固定負債     

退職給付引当金  2,378  2,378 

役員退職慰労引当金  733  733 

その他  －  139 

固定負債合計  3,111  3,251 

特別法上の準備金     

金融商品取引責任準備金  995  995 

特別法上の準備金合計  995  995 

負債合計  68,760  17,548 

（純資産の部）     

株主資本     

資本金  573,125  80,000 

資本剰余金     

資本準備金 273,125  149,000  

その他資本剰余金 100,460  138,475  

資本剰余金合計  373,585  287,475 

利益剰余金     

利益準備金 977  －  

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金 △  580,211  △   83,158  

利益剰余金合計  △  579,234  △   83,158 

自己株式  △  138,006  △  138,006 

株主資本合計  229,468  146,310 

純資産合計  229,468  146,310 

負債・純資産合計  298,229  163,859 
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  (2) 損益計算書 

     
前事業年度 

（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

区分 金額（千円） 金額（千円） 

営業収益     

受入手数料  171,048  175,450 

委託手数料 500  500  

募集・売出し・特定投資家向け
売付け勧誘等の取扱手数料 

118,825 
 

 
104,950 

 
 

その他の受入手数料 51,723  70,000  

金融収益  －  － 

営業収益計  171,048  175,450 

金融費用  －  － 

純営業収益  171,048  175,450 

販売費・一般管理費     

取引関係費 19,534  13,639  

人件費 127,322  120,457  

不動産関係費 26,886  21,530  

事務費 14,718  10,530  

減価償却費 3,641  2,992  

租税公課 6,675  132  

その他 4,549  4,398  

販売費・一般管理費計  203,328  173,681 

営業利益又は営業損失（△）  △  32,279  1,768 

営業外収益  252  53 

営業外費用  －  － 

経常利益又は経常損失（△）  △  32,027  1,821 

特別利益     

関係会社株式売却益 2,184  －  

訴訟損失引当金れい入 5,701  －  

特別利益計  7,885  － 

特別損失     

固定資産除却損 448  6,757  

関係会社株式清算損 7,361  －  

債権償却損 －  51,056  

訴訟関連損失 －  26,876  

事務所原状回復工事負担金 6,363  －  

特別損失計  14,173  84,689 

税引前当期純損失    38,315    82,868 

法人税、住民税及び事業税 870  290  

法人税等調整額 －  －  

法人税等  870  290 

当期純損失   39,186    83,158 
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  (3) 株主資本等変動計算書 

     前事業年度（自 令和4年4月1日 至 令和5年3月31日）                         （単位：千円）  
株主資本 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合
計 

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 利益剰余金
合計 

繰越利益剰余金 

令和4年4月1日期首残
高 

573,125 273,125 100,460 373,585 977 △541,025 △540,048 △138,006 268,654 268,654 

事業年度中の変動額           

 当期純損失(△)      △ 39,186 △ 39,186  △ 39,186 △ 39,186 

事業年度中の変動額合
計 

－ － － － － △ 39,186 △ 39,186 － △ 39,186 △ 39,186 

令和5年3月31日期末残
高 

573,125 273,125 100,460 373,585 977 △580,211 △579,234 △138,006 229,468 229,468 

 

     当事業年度（自 令和5年4月1日 至 令和6年3月31日）                         （単位：千円）  
株主資本 純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合
計 

資本準備
金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 利益剰余金
合計 

繰越利益剰余金 

令和5年4月1日期首残
高 

573,125 273,125 100,460 373,585 977 △580,211 △579,234 △138,006 229,468 229,468 

事業年度中の変動額           

 減資 △493,125  493,125 493,125     － － 

 資本準備金の取崩  
△

124,125 
124,125 －     － － 

 欠損の填補   △579,234 △579,234 △ 977 580,211 579,234  － － 

 当期純損失(△)      △ 83,158 △ 83,158  △ 83,158 △ 83,158 

事業年度中の変動額合
計 

△493,125 
△

124,125 
38,015 △ 86,109 △ 977 497,053 496,076 － △ 83,158 △ 83,158 

令和6年3月31日期末残
高 

80,000 149,000 138,475 287,475 － △ 83,158 △ 83,158 △138,006 146,310 146,310 
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注記事項 

 

（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

前事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

 当社は、ＺＩＰ株式会社から金員の支払請求に関

する訴訟の提起を受けおり、これらの訴訟により発

生しうる損失見込額を訴訟損失引当金として計上し

ております。 

 しかしながら、これらの訴訟の判決等の結果によ

っては純資産額を上回る損失が生じるおそれがあり

ます。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社としては、当該状況を解消すべく、第三者割

当増資を行うための引受候補先との間で協議を進め

ている途上であるため、現時点では、継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められます。 

 なお、当社はこれらの対応策を実行中であり、計

算書類は継続企業を前提として作成しており、継続

企業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書

類には反映しておりません。 

 当社は、前事業年度において39,186千円、当事業

年度において83,158千円の当期純損失を計上してお

ります。当該状況により、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社としては、当該状況を解消すべく、アドバイ

ザリー業務等の収益獲得に向けた営業力の強化を推

進しておりますが、これらは実現に向けた計画の途

上であるため、現時点では、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められます。 

 なお、当社はこれらの対応策を実行中であり、計

算書類は継続企業を前提として作成しており、継続

企業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書

類には反映しておりません。 

 

（重要な会計方針） 

前事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

１．有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及

び評価方法 

(1) トレーディング商品に属する有価証券等 

  トレーディング商品に属する有価証券及びデ

リバティブ取引等については時価法を採用し

ております。 

１．有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及

び評価方法 

(1) トレーディング商品に属する有価証券等 

同左 

(2) トレーディング商品に属さない有価証券等 

① 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法によっておりま

す。 

(2) トレーディング商品に属さない有価証券等 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

② その他有価証券 

  その他有価証券のうち時価のないものにつ

いては、移動平均法による原価法によって

おります。 

② その他有価証券 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法(ただし、平成10年4月1日以降に取得

した建物及び平成28年4月1日以降に取得した

建物附属設備については定額法)を採用して

おります。 

  なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

   建物   8年～15年 

   器具備品 5年～20年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

 

 

 

  なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

   建物   8年～15年 

   器具備品 3年～20年 
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前事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

(3) リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

(3) リース資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、平成21年3

月31日現在における自己都合退職による要支

給額を計上しております。 

  なお、平成21年4月1日以降における退職金支

給額の積み増しは停止しております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるため、平成

21年3月31日現在における役員退職慰労金規

則に基づく要支給額を計上しております。 

  なお、平成21年4月1日以降における役員退職

慰労金支給額の積み増しは停止しておりま

す。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 訴訟損失引当金 

  係争中の訴訟について、当社が負担する見込

み額を計上しております。 

────── 

 

(5) 金融商品取引責任準備金 

  金融商品取引法第46条の５の規定に基づき

「金融商品取引業等に関する内閣府令」第

175条に定めるところにより算出した額を計

上しております。 

(4) 金融商品取引責任準備金 

同左 
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前事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

４．収益及び費用の計上基準 

  当社の顧客との契約から生じる主な収益は、募

集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取

扱手数料、その他の受入手数料であります。 

  募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の

取扱手数料は、有価証券等の募集若しくは売出

しの取扱い又は私募若しくは特定投資家向け勧

誘等の取扱いを行ったことにより発行会社等か

ら受け入れる手数料であり、一般的に募集等の

勧誘期間終了をもって履行義務が充足したとし

て、収益を認識しております。 

  その他の受入手数料には様々な種類の受入手数

料その他報酬が含まれておりますが、主な報酬

はファンドの管理業務等に対する支援にかかる

対価として受け入れる報酬であり、当該支援を

提供する期間にわたり履行義務が充足し、契約

に基づき収益を認識しております。 

４．収益及び費用の計上基準 

同左 

５．その他財務諸表作成のための基本となる事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

５．その他財務諸表作成のための基本となる事項 

 消費税等の会計処理 

同左 
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（会計方針の変更等） 

前事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

〔会計方針の変更〕 

１．収益認識に関する会計基準等の適用 

  「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準

第29号2020年３月31日）等を当事業年度の期首か

ら適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること

といたしました。当該会計方針の変更による影響

はありません。 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用 

  「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基

準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用

し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関

する会計基準」（企業会計基準第10号2019年７月

４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従っ

て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針

を、将来にわたって適用することといたしまし

た。なお、計算書類に与える影響はありません。 

────── 

〔会計上の見積りに関する注記〕 

 会計上の見積りにより当該事業年度に係る計算書

類にその額を計上した項目であって、翌事業年度

に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があ

るものは次のとおりです。 

 訴訟損失引当金 

 (1) 計算書類に計上した金額 

   当社は、貸借対照表に訴訟損失引当金を

37,460千円計上しております。 

 (2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する

情報 

   当社は、訴訟により発生しうる損失見込額を

合理的に見積り計上しておりますが、判決等

の結果によっては見積額と実際の損失額に乖

離が生じ、その場合は翌事業年度の計算書類

に重要な影響を与える可能性があります。 

────── 
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（貸借対照表に関する注記） 

前事業年度 
（令和5年3月31日） 

当事業年度 
（令和6年3月31日） 

１．担保に供されている有価証券その他の資産及び担

保として預託を受けている有価証券その他の資産

の時価 

該当事項はありません。 

１．担保に供されている有価証券その他の資産及び担

保として預託を受けている有価証券その他の資産

の時価 

該当事項はありません。 

２．偶発債務の内容及び金額 

（重要な係争事件） 

  当社は、ＺＩＰ株式会社から令和2年10月30日に金

379,210千円及び内金365,000千円につき平成30年2

月1日から支払い済みまで年19.75％の割合による

金員の支払請求に関する訴訟の提起を受け、令和3

年2月12日に控訴しております。 

２．偶発債務の内容及び金額 

  該当事項はありません。 

 

３．関係会社に対する資産及び負債の内容及び金額 

  前事業年度（令和5年3月31日） 

（単位：千円） 

科目 金額 科目 金額 

立替金 － 預り金 － 

短期貸付金 － 受入保証金 － 

短期差入保証金 － 短期借入金 － 

その他の流動資産 51,056 その他の流動負債 － 

長期貸付金 － 長期借入金 － 

長期差入保証金 － その他の固定負債 － 

その他の固定資産 －   

計 51,056 計 － 

 

  当事業年度（令和6年3月31日） 

（単位：千円） 

科目 金額 科目 金額 

立替金 － 預り金 － 

短期貸付金 － 受入保証金 － 

短期差入保証金 － 短期借入金 － 

その他の流動資産 － その他の流動負債 － 

 長期貸付金 － 長期借入金 － 

長期差入保証金 － その他の固定負債 － 

その他の固定資産 －   

計 － 計 － 
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（損益計算書に関する注記） 

前事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

１．受入手数料の内訳       （単位：千円） 

区       分 金額 

委託手数料 500 

 株券 500 

 債券 － 

 受益証券 － 

 その他 － 

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料 

－ 

 

 株券 － 

 債券 － 

 受益証券 － 

 その他 － 

募集・売出し・特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱手数料 

118,825 

 

 株券 42,150 

 債券 24,750 

 受益証券 － 

 その他 51,925 

その他の受入手数料 51,723 

 株券 － 

 債券 － 

 受益証券 － 

 その他 

(事務手数料) 

51,723 

(51,723) 

受入手数料計 171,048 

 株券 42,650 

 債券 24,750 

 受益証券 － 

 その他 103,648 
  

１．受入手数料の内訳       （単位：千円） 

区       分 金額 

委託手数料 500 

 株券 500 

 債券 － 

 受益証券 － 

 その他 － 

引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料 

－ 

 

 株券 － 

 債券 － 

 受益証券 － 

 その他 － 

募集・売出し・特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱手数料 

104,950 

 

 株券 34,600 

 債券 23,650 

 受益証券 － 

 その他 46,700 

その他の受入手数料 70,000 

 株券 － 

 債券 － 

 受益証券 － 

 その他 

(アドバイザリー手数料等) 

70,000 

(70,000) 

受入手数料計 175,450 

 株券 35,100 

 債券 23,650 

 受益証券 － 

 その他 116,700 
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前事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

２．販売費・一般管理費の内訳   （単位：千円） 

区      分 金額 

取引関係費 19,534 

 支払手数料 260 

 取引所・協会費 1,333 

 通信・運送費 5,479 

 旅費・交通費 4,859 

 その他 7,601 

人件費 127,322 

 報酬・給料 114,497 

 福利厚生費 12,824 

不動産関係費 26,886 

 不動産費 22,587 

 器具・備品費 4,299 

事務費 14,718 

 事務委託費 13,881 

 事務用品費 836 

減価償却費 3,641 

租税公課 6,675 

貸倒引当金繰入れ － 

その他 4,549 

 雑費 1,430 

 水道光熱費 1,304 

 その他 1,814 

合       計 203,328 
  

２．販売費・一般管理費の内訳   （単位：千円） 

区      分 金額 

取引関係費 13,639 

 支払手数料 252 

 取引所・協会費 1,363 

 通信・運送費 3,060 

 旅費・交通費 2,442 

 その他 6,519 

人件費 120,457 

 報酬・給料 108,158 

 福利厚生費 12,298 

不動産関係費 21,530 

 不動産費 19,245 

 器具・備品費 2,284 

事務費 10,530 

 事務委託費 9,651 

 事務用品費 878 

減価償却費 2,992 

租税公課 132 

貸倒引当金繰入れ － 

その他 4,398 

 教育研修費 1,520 

 水道光熱費 785 

 その他 2,092 

合       計 173,681 
  

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

前事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

普通株式  8,710株 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

普通株式  8,710株 
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 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

該当事項はありません。 

 

 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の取得価額、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契

約価額、時価及び評価損益 

該当事項はありません。 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

前事業年度 
（自 令和 4年 4月 1日  
 至 令和 5年 3月31日） 

当事業年度 
（自 令和 5年 4月 1日  
 至 令和 6年 3月31日） 

 当社は、「１．経理の状況」に掲げる貸借対
照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書に
ついて、会社法第436条第2項の規定に基づき、
ＳＫＩＰ監査法人の監査を受けております。 

同左 
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Ⅳ．管理の状況 

 

 １．内部管理の状況の概要 

内部管理を担当する取締役１名を内部管理統括責任者として定めるとともに、金融商

品取引業を行う部署には営業単位毎に営業責任者及び内部管理責任者を配置しており

ます。この様な体制に加え、金融商品取引法その他法令諸規則等の遵守が常に適正に

行なわれるよう監査部を含め内部管理体制の整備に努めております。 

お客様からのご相談および苦情等については、迅速かつ適切な対応に努め、紛争等に

なった場合には、外部機関による公正・中立な立場からの解決を図るため、特定非営

利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターが実施する苦情処理手続及び紛争解

決手続を利用いたします。 

担  当  部 内 部 管 理 に 関 す る 事 項 

金 融 商 品 部 ・顧客取引に関する顧客登録その他諸手続き 

・取引にかかる顧客属性の把握、適合性等の審査等に関する事項 

監 査 部 

（ 法 務 ･ 監 査 ） 

・有価証券の売買等における不正･違法取引並びに取引の安全性確

保に関する事項 

・苦情、紛争処理に関する事項 

・金融商品取引法その他法令諸規則等の遵守及び社内各部署の業務

運営における指導･監督に関する事項 

・内部監査の計画立案、実施に関する事項 

業 務 管 理 部 

（ 経  理 ） 

・金銭及びその他会社財産の管理に関する事項 

・損失の危険にかかるリスクの算定 

 

 ２．分別管理等の状況 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 

  該当事項はありません。 

 

 


